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第４編 大規模災害対策計画編 

第１章 航空災害対策計画 

町内において、航空機の墜落等の航空災害による多数の死傷者等の発生といった航空災害が発

生した場合の、関係機関がとるべき対策について次のとおり定める。 

第１節 災害予防 

第１ 本町周辺の航空状況 

本町周辺には、非公共用ヘリポートとして前山下妻へリポート(管理者：前山倉庫株式会社)が

立地し、農薬散布や訓練用途に利用されている。この他、町の周辺にはつくば市に公共用へリポ

ートが１箇所立地している。また、茨城県の上空は、民間飛行場(茨城・成田・羽田)のほか自衛

隊(百里)の航空管制が設置されており、ヘリコプターも合わせると、航空災害に対する対策が必

要な地域であると言える。 

 

第２ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（１）情報の収集・連絡【町】 

町は、大規模な航空災害が発生した場合又は発生する恐れがある場合に備え、それぞれ次の対

策を講じるとともに、機関相互間において情報の収集・連絡体制の整備を図るものとする。その

際、夜間、休日の場合等においても対応できる体制の整備を図るものとする。 

緊急時の通報連絡体制を確立するとともに、発災現場等において情報の収集・連絡にあたる要

員をあらかじめ指定しておくなど、体制の整備を推進する。 

また、民間企業、報道機関、町民等からの情報など多様な災害関連情報等の収集体制の整備に努める。 

（２）情報の分析整理【町】 

町は、発災時に県の行う情報分析に協力できるよう体制を整える。 

（３）通信手段の確保【町】 

非常通信体制を含めた航空災害時における通信手段については、第２編 地震災害対策計画編 第

２章 地震災害予防計画 第１節 防災体制の整備 第３「情報通信ネットワークの整備」を準用す 

る。 

 

２ 災害応急体制の整備 

（１）職員の体制【町】 

町は、実情に応じ職員の非常参集体制の整備を図るとともに、必要に応じ応急活動のための初

動対応マニュアルにより、職員の災害時の活動内容等の周知を図るものとする。 

（２）防災関係機関相互の連絡体制【町】 

災害発生時には、防災関係機関相互の連絡体制が減災への重要な事項となることから、各関係

機関は、応急活動及び復旧活動に関し、相互応援協定の締結など平素からの連携強化に努める。 

また、現在締結している「災害時等の相互応援に関する協定（県内全市町村）」、「茨城県広域消防

相互応援協定（県内全消防本部）」をもとに、さらに具体的かつ実践的な連携体制の強化に努める。 
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第３ 災害応急体制の整備 

１ 消火、救急、救助活動への備え【町、消防関係機関】 

災害時に迅速に応急活動ができるよう、それぞれの防災機関の実情に応じ、救助・救急用資機

材、消火用資機材、車両、船舶等の整備に努める。 

 

２ 医療活動への備え 

災害時の迅速な医療活動実施のための事前対策については、第２編 地震災害対策計画編 第

２章 地震災害予防計画 第３節 被害の軽減・防止 第３「医療救護活動」を準用する。 

 

 

第４ 緊急輸送活動への備え【町、道路管理者等】 

発災時の緊急輸送活動の効果的な実施のための事前対策としては、第２編 地震災害対策計画

編 第２章 地震災害予防計画 第３節 被害の軽減・防止 第１「緊急輸送への備え」を準用

するほか、次により実施する。 

町及び各道路管理者は、信号機、情報板等の道路交通関連施設について、災害時の道路交通管

理体制の整備に努めるものとする。 

また、災害時の交通規制を円滑に行うため、警備業者等との間で締結している「交通誘導の実

施等応急対策業務に関する協定」等の推進を図るとともに、発災後において交通規制が実施され

た場合の車両の運転者の義務等について平常時から周知を図るものとする。 

 

 

第５ 関係者等への的確な情報伝達活動への備え【町】 

家族等からの問い合わせ等に対応する体制について、あらかじめ計画を作成するよう努めるも

のとする。 

 

 

第６ 防災関係機関の防災訓練の実施【町、防災関係機関】 

大規模な航空災害が発生した場合又は発生する恐れがある場合に、応急対策が迅速かつ円滑に

行えるよう、墜落事故及び空中衝突事故等によるあらゆる被害を想定し、関係機関と連携した実

践的な訓練を定期的・継続的に実施し、大規模な航空災害への対応能力の向上に努めるものとす

る。 
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第２節 災害応急対策 

第１ 発災直後の情報収集・連絡 

１ 航空事故情報等の収集・連絡 

1) 発見者の対応【発見者】 

 航空災害の発生等異常な事態を発見した者は、直ちに、その旨を町長又は警察官に通報しな

ければならない。また、何人も、この通報が最も迅速に到達するよう協力しなければならない。 

2) 町の対応【町】 

 航空機の墜落等大規模な航空事故発生の連絡を受けた場合は、直ちに事故情報を県に報告す

るものとする。また、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的

情報を含め、把握できた範囲から直ちに県に連絡するものとする。併せて「火災・災害等即報

要領」に基づき、直接即報基準に該当する事案については、消防庁に対しても原則として覚知

後30分以内で可能な限り早く報告する。 

 

 

２ 航空事故情報等の収集・連絡系統 

航空事故情報等の収集・連絡系統及び連絡先は次のとおりとする。 

【民間機の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

町（消防機関含む） 

隣接市町 

（消防機関含む） 

陸上自衛隊 

施設学校 

航空自衛隊 

百 里 基 地 

百里空港事務所 発見者 

航空会社 

警察署 県警察本部 警察庁 

消防庁 
県 

茨城海上保安部 
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【自衛隊機の場合】 

 

【連絡先】 

機関名 担当部署 電話番号(夜間・休日の場合) 

消防庁 応急対策室 03－5253－7527〔宿直室03-5253-7777〕 

百里空港事務所 航空管制運航情報官 0299－54－0672（同左） 

茨城海上保安部 警備救難課 029－262－4304（同左） 

陸上自衛隊施設学校 警備課防衛班 029－274－3211内線234（同内線302） 

陸上自衛隊霞ヶ浦駐屯地 警備課 029－842－1211内線2410（同内線2302） 

航空自衛隊第７航空団 防衛班 0299－52－1331内線231（同内線215） 

茨城県 防災・危機管理課 029－301－2879（同左） 

茨城県警察本部 警備課 029－301－0110内線5751（総合当直） 

 

（３）応急対策活動情報の連絡【町】 

町は、航空災害発生時には、県に応急対策の活動状況、災害対策本部設置状況等を連絡し、応

援の必要性等を連絡する。また、町は、応急対策活動情報に関し、必要に応じて県や空港事務所

等と相互に緊密な情報交換を行う。 

  

隣接市町 

（消防機関含む） 

陸上自衛隊霞ヶ浦駐屯地 発見者 

警察署 警察庁 

消防庁 県 

茨城海上保安部 

県警察本部 

航空自衛隊百里基地 

陸上自衛隊各駐屯地 陸上自衛隊 

施設学校 

町（消防機関含む） 
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第２ 活動体制の確立 

１ 町の活動体制 

（１）職員の動員配備体制区分の基準及び内容 

職員配備の決定基準は、航空災害の状況等により次のとおり定める。 

  表 配備体制の決定基準 

体制区分 基        準 配備人員 災害対策本部等の設置 

警戒体制 

(事前配備) 

航空事故により、多数の死傷者等が 

発生する恐れのある場合、又は、 

その他の状況により町長が必要と認 

めた場合 

あらかじめ定め 

る防災関係職員 

災害警戒本部を設置 

する。 

非常体制 

航空事故により、多数の死傷者等が 

発生した場合、又はその他の状況 

により本部長が必要と認めた場合 

航空事故災害応 

急対策が円滑に 

行える体制 

災害対策本部を設置 

する。 

 

（２）職員動員配備体制の決定【町】 

【警戒体制】 

航空事故情報、被害情報、県及び防災関係機関の情報に関する総務部長の報告に基づき、

町長が配備体制区分の決定基準に基づき決定する。 

【非常体制】 

総務部長の報告に基づき町長が体制を決定する。 

 

表 決定者 

 決定者 代決者 代決者 

警戒及び非常体制 町 長 副町長 総務部長 

 

（３）職員の動員【町】 

第２編 地震災害対策計画編第３章 地震災害応急対策計画 第１節 初動対応計画 第１

「職員参集・動員」に準ずる。 

 

（４）災害対策本部等の設置基準等【町】 

【災害警戒本部設置基準】 

1) 航空事故により、多数の死傷者が発生する恐れのある場合 

2) その他町長が必要と認めた場合 

【災害警戒本部廃止基準】 

1) 航空事故による多数の死傷者発生の恐れがなくなった場合 

2) その他町長が必要なしと認めた場合 

【災害対策本部設置基準】 

1) 航空事故により、多数の死傷者が発生した場合 

2) その他町長が必要と認めた場合 

【災害対策本部廃止基準】 

1) 航空事故災害応急対策を概ね完了した場合 

2) その他町長が必要なしと認めた場合 
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（５）災害対策本部等の組織、設置の決定及び本部の設置等【町】 

第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第１節 初動対応計画 第２

「組織計画」を準用する。 

 

２ 県の活動体制【県】 

航空災害発生時の県の活動体制については、茨城県地域防災計画を参照のこと。 

 

３ 広域的な応援体制【町、県、隣接市町】 

町内において航空事故による災害が発生し、自力による応急対策等が困難な場合、第２編 地

震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第３節 応援・派遣 第１「他の地方公共

団体等に対する応援要請」に準じて、迅速・的確な応援要請の手続きを行うとともに、受入体制

の確保を図る。 

 

４ 自衛隊の災害派遣【町、県、自衛隊】 

町長は、自衛隊の災害派遣の必要性を航空事故の規模や収集した被害情報から判断し、必要と

認められた場合は、直ちに要請する。なお、自衛隊派遣の要請に際しては、第２編 地震災害対

策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第３節 応援・派遣 第２「自衛隊派遣要請」に準

じて要請する。 

 

第３ 捜索、救急・救助、医療及び消火活動 

１ 捜索活動【県、町、防災関係機関】 

発災時の捜索活動に関しては、県は必要に応じてヘリコプターその他を活用して行う。町及び

消防機関は、災害の状況により、多様な手段を活用して県と相互に連携して捜索を実施するもの

とする。 

 

２ 救難、救助・救急及び消火活動【町、防災関係機関】 

消防機関は、速やかに火災等の発生状況を把握するとともに、化学消防車、化学消火剤等によ

る消防活動を重点的に実施するとともに、必要に応じ地域住民及び旅客等の生命、身体の安全確

保と消防活動の円滑化を図るため、警戒区域を設定する。また、町は、必要に応じて、隣接市町

に応援を要請するものとする。 

 

３ 資機材の調達等 

消火、救難及び救助・救急活動に必要な資機材は、原則として、当該活動を実施する機関が携

行するものとする。なお、町は、必要に応じ、民間からの協力等により、救助・救急活動のため

の資機材を確保し、効率的な救助・救急活動を行うものとする。 

 

４ 医療活動 

発災時には、医療救護を必要とする多数の傷病者の発生が予想されることから、第２編 地震

災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第４節 被害軽減対策 第５「応急医療救護」

に準じ、関係防災関係機関との密接な連携の下に、医療機関及び各救護所の設置、応急処置の実

施、あらかじめ指定した医療機関への搬送、応急仮設救護所の開設等一刻も早い医療救護活動を

行うものとする。 
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また、被災者に対する心のケアを行う必要がある場合は、第２編 地震災害対策計画編 第３

章 地震災害応急対策計画 第５節 被災者生活支援 第２「避難生活の確保、健康管理」の心

のケア対策に準じて実施するものとする。 

 

第４ 避難勧告・避難指示（緊急）・誘導 

第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第４節 被害軽減対策 第１

「避難対策」を準用する。 

 

第５ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動【町、下妻警察署】 

町は、現場の警察官、関係機関等からの情報に加え、交通監視カメラ、車両感知器等を活用し

て、交通状況を迅速に把握するものとする。また、町は、警察に対して緊急輸送を確保するため、

直ちに一般車両の通行を禁止するなどの交通規制を要請するものとする。 

交通規制に当たっては、関係機関は、相互に密接な連絡をとるものとする。 

町は、警察と協力して被災地周辺道路の一時的な通行禁止又は制限を行うとともに、交通関係

者及び地域住民に広報し理解を求めるものとする。また、遺族等事故関係者に対しては、地域住

民の協力を得て道路案内等を適切に実施するものとする。 

 

第６ 関係者等への的確な情報伝達活動 

１ 情報伝達活動【町、放送事業者、通信社、新聞社】 

航空災害の状況、安否情報、医療機関などの情報、各機関における対策の情報、交通規制等被

災者の家族等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を、放送事業者、通信社、新聞社等報道機関の

協力を得て、適切に提供する。この際、聴覚障がい者に対する広報は、正確でわかりやすい文書

や字幕付き放送、文字放送等によるものとする。 

１ 町及び関係機関が実施する応急対策の概要 

２ 避難指示（緊急）、避難勧告及び避難先の指示 

３ 旅客及び乗務員の氏名、住所 

４ 地域住民等への協力依頼 

５ その他必要な事項 

２ 関係者等からの問い合わせに対する対応【町】 

災害発生後、必要に応じ速やかに関係者からの問合せに対応する窓口設置、人員の配置等の体

制の整備に努める。 

 

第７ 遺族等事故災害関係者への対応【町、町民等】 

町は、遺族等事故災害関係者の控室及び宿泊施設を確保するとともに、地域住民やバス会社等 

の協力を得て、輸送等の各種サービスを実施し、遺族等事故災害関係者に対し適切に対応する。 

 

第８ 防疫及び遺体の処理 

発災時の防疫及び遺体の処理については、第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応

急対策計画 第７節 応急復旧・事後処理 第４「災害廃棄物の処理・防疫・障害物除去対策」 

及び第５「行方不明者の捜索及び遺体の処理」を準用する。 
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第２章 道路災害対策計画 

町内において、道路輸送途上での危険物等の大量流出事故や、構造物の被災による大規模事故

の未然防止、被害の軽減及び復旧のために関係機関がとるべき対策について、次のとおり定める。 

 

第１節 災害予防 

第１ 道路交通の安全のための情報の充実 

１ 気象情報の伝達【町、道路管理者、水戸地方気象台】 

町及び道路管理者は、水戸地方気象台が発表する道路災害に関する情報を有効に利活用できる

よう、体制を整える。 

水戸地方気象台は、道路交通安全に係る気象、地象、水象の現象を的確に観測し、これらに関

する実況あるいは予・警報等の情報を適時、的確に発表すると同時に、発表情報の内容の改善、

情報を迅速かつ適切に収集・伝達するための体制、施設及び設備の充実を図るものとする。 

 

２ 道路の異常に関する情報の収集・伝達【町、道路管理者】 

町及び道路管理者は、道路パトロール等の実施により、道路施設等の異常を迅速に発見する体

制を整備するものとし、異常が発見され、災害が発生するおそれがある場合に道路利用者にその

情報を迅速に提供する体制の整備を図るものとする。また、町は、県の交通情報提供体制に準じ

た情報の収集・提供体制を構築するよう努める。 

 

 

 

第２ 道路施設等の管理と整備 

１ 管理する施設の巡回及び点検【町、道路管理者】 

町及び道路管理者は、道路施設の事故及び災害に対する安全性確保のため、定期的に巡回を実

施し、特に、大規模な地震、大雨、洪水などの直後に、施設への影響を確認するため、巡回及び

点検を実施するものとする。 

道路管理者は、道路施設の事故及び大規模な地震、大雨、洪水などに対する安全確保のため、

定期的にパトロール及び点検を実施する。 

 

２ 安全性向上のための対策の実施【町、道路管理者】 

町及び道路管理者は、安全性、信頼性の高い道路整備を進めるため、計画的かつ総合的に道路

整備を行うよう努める。 

  



第４編 大規模災害対策計画編 

第２章 道路災害対策計画 

249 

 

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策、復旧対策への備え 

１ 情報の収集・連絡体制の整備【町、道路管理者】 

町及び道路管理者は、道路施設の事故及び緊急時の通報連絡体制を確立するとともに、発災現

場等において情報の収集・連絡にあたる要員をあらかじめ指定しておくなど、体制の整備を推進

するものとする。 

（１）情報の収集・連絡【町、道路管理者】 

町は、県その他道路管理者間において情報の収集・連絡体制の整備を図る。その際、夜間、休

日の場合等においても対応できる体制の整備を図るものとする。 

町は、緊急時の通報連絡体制を確立するとともに、発災現場等において情報の収集・連絡にあ

たる要員をあらかじめ指定しておくなど、体制の整備を推進するものとする。 

（２）情報の分析整理【町】 

町は、発災時に県の行う情報分析に協力できるよう体制を整える。 

（３）通信手段の確保【町】 

非常通信体制を含めた航空災害時における通信手段については、第２編 地震災害対策計画編

第２章 地震災害予防計画 第１節 防災体制の整備 第３「情報通信ネットワークの整備」を

準用する。 

 

２ 災害応急体制の整備 

（１）職員の体制【町】 

町は、実情に応じ職員の非常参集体制の整備を図るとともに、必要に応じ応急活動のための初

動対応マニュアルにより、職員の災害時の活動内容等の周知を図るものとする。 

（２）防災関係機関相互の連絡体制【町】 

災害発生時には、防災関係機関相互の連絡体制が減災への重要な事項となることから、各関係

機関は、応急活動及び復旧活動に関し、相互応援協定の締結など平素からの連携強化に努める。 

また、現在締結している「災害時等の相互応援に関する協定（県内全市町村）」、「茨城県広域消

防相互応援協定（県内全消防本部）」をもとに、さらに具体的かつ実践的な連携体制の強化に努める。 

 

３ 救助・救急、医療及び消火活動への備え 

（１）消火、救急、救助活動への備え【町、消防関係機関】 

災害時に迅速に応急活動ができるよう、それぞれの防災機関の実情に応じ、救助・救急用資機

材、消火用資機材、車両、船舶等の整備に努める。 

（２）医療活動への備え【町、消防関係機関】 

災害時の迅速な医療活動実施のための事前対策については、第２編 地震災害対策計画編 第

２章 地震災害予防計画 第３節 被害の軽減・防止 第３「医療救護活動」を準用する。 

（３）消火活動への備え【西南広域消防本部】 

平常時より消防機関及び道路管理者等は、機関相互間の連携の強化を図るものとする。 

 

４ 緊急輸送活動への備え【町、道路管理者】 

信号機、情報板等の道路交通関連施設について災害時の道路交通管理体制の整備に努める。 

また、道路災害時の交通誘導を適切に実施するものとし、必要に応じ「災害時における交通誘

導・警戒業務に関する協定」（平成９年７月２日締結）に基づき、警備業者の協力を得て災害時の交

通誘導を円滑に実施するとともに、発災後において交通規制が実施された場合の車両の運転者の



第４編 大規模災害対策計画編 

第２章 道路災害対策計画 

250 

 

義務等について平常時から周知を図るものとする。 

 

５ 危険物等の流出時における防除活動への備え【町、下妻警察署、道路管理者】 

町及び道路管理者は、道路搬送途上における危険物等流出事故の備えについては、危険物等災

害対策計画に定める予防対策を準用するものとする。 

 

６ 関係者等への的確な情報伝達活動への備え【町】 

町は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応する体制についてあらかじめ計画しておくも

のとする。 

 

７ 防災訓練の実施【町】 

大規模な事故災害等が発生した場合に、応急対策が迅速かつ円滑に行えるよう、トンネル内事

故、落盤事故、危険物大量流出事故等あらゆる被害を想定し、関係機関と連携した実践的な訓練

を定期的・継続的に実施し、大規模な道路災害への対応能力の向上に努めるものとする。 

 

８ 応急対策のための資機材等の整備、備蓄【町、道路管理者】 

町及び道路管理者は、大規模な道路災害が発生した場合、迅速な応急対策等に備えるため災害

対策用資機材、物資の整備、備蓄を図るとともに、特殊な資機材については緊急に調達できるよ

う関係業界との協力体制の整備に努めるものとする。 

 

９ 災害復旧への備え【町、道路管理者】 

町及び道路管理者は、円滑な災害復旧を図るため、あらかじめ重要な施設の構造図等の資料を

整備しておくとともに、資料の被災を回避するため、複製を別途保存するよう努める。 

 

 

 

第４ 防災知識の普及【町、道路管理者】 

町及び道路管理者は、道路利用者に対し、災害時の対応等の防災知識の普及を図る。 

 

 

 

第５ 再発防止対策の実施【町、道路管理者】 

町及び道路管理者は、原因究明のための総合的な調査研究を行い、その結果を踏まえ再発防止

対策を実施する。 
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第２節 災害応急対策 

第１ 発災直後の情報収集・連絡 

１ 災害情報の収集・連絡 

（１）道路災害情報等の収集連絡 

1) 発見者の措置【発見者】 

 道路災害の発生を発見した者は、直ちに、その旨を町長、警察官、消防吏員又は道路管理者に

通報しなければならないものとする。また、何人も、この通報が最も迅速に到達するよう協力し

なければならないものとする。 

2) 道路管理者の措置【町、道路管理者】 

 道路構造物の被災等により大規模な事故が発生した場合、又は発生する恐れがある場合は速や

かに被害状況を国土交通省常陸河川国道事務所、県に連絡するものとする。 

3) 県の措置【県】 

 国土交通省常陸河川国道事務所から受けた情報を関係市町村及び関係機関等へ連絡するもの

とする。また、大規模な道路災害の発生等に関する連絡を受けた場合は、市町村等から情報を収

集するとともに、自らも必要な災害規模に関する概括的な情報を収集し、これらの情報を消防庁

に報告するとともに必要に応じ国土交通省に連絡するものとする。 

4) 町の措置【町】 

 町は、大規模な道路災害の発生又は発生するおそれに関する連絡を受けた場合は、直ちに事故

情報を県に報告するものとする。併せて「火災・災害等即報要領」に基づき、直接即報基準に該

当する事案については、消防庁に対しても原則として覚知後30分以内で可能な限り早く報告する。 

（２）道路災害情報等の収集・連絡系統 

道路災害情報等の収集・連絡系統及び連絡先は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ※    の機関で第１報を受けた機関は、他の残りの機関への連絡を行う。 

 

 

 

 

  

常陸河川国道事務所 消 防 庁 

関係省庁 

警 察 庁 

関係機関 

関東管区警察局 県 警 察 本 部 

県 道路管理者 発見者等 
町 

消 防 
警察署 
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【連絡先】 

機 関 名 担当部署 電話番号（夜間・休日の場合） 

消防庁 応急対策室 03-5253-7527[宿直室 03-5253-7777] 

国土交通省常陸河川国道事務所 道路管理第二課 029-244-6346（同 左） 

茨城県 防災・危機管理課 029-301-2879（同 左） 

茨城県警察本部 警備課 029-301-0110 内線 5751（総合当直） 

東日本高速道路㈱関東支社 事業統括チーム 
03-5828-8642 

（岩槻道路管制センター048-758-4035） 
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第２ 活動体制の確立 

１ 町の活動体制 

（１）職員の動員配備体制区分の基準及び内容 

職員配備の決定基準は、道路災害の状況等により次のとおり定める。 

体制区分 基準 配備人員 災害対策本部等の設置 

警 戒 体 制 
(事前配備) 

道路災害により、多数の死傷者が発生
する恐れのある場合、道路上での重大
事故が発生した場合、又はその他の状
況により町長が必要と認めた場合 

あらかじめ定
める防災関係
職員 

災害警戒本部を設置
する。 

非 常 体 制 
道路災害により、多数の死傷者が発生
した場合、又はその他の状況により町
長が必要と認めた場合。 

道路災害応急
対策が円滑に
行える体制 

災害対策本部を設置
する。 

 

（２）職員動員配備体制の決定 

【警戒体制】 

道路事故情報、被害情報、県及び防災関係機関の情報に関する総務部長の報告に基づき、町

長が配備体制区分の決定基準に基づき決定する。 

【非常体制】 

総務部長の報告に基づき町長が体制を決定する。 

 

【決定者】 

 決定者 代決者 代決者 

警戒及び非常体制 町 長 副町長 総務部長 

 

（３）職員の動員【町】 

第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第１節 防災体制の整備 第

１「職員の参集・動員」を準用する。 

（４）災害対策本部等の設置基準等【町】 

【災害警戒本部設置基準】 

①道路事故災害により多数の死傷者が発生する恐れのある場合 

②道路上での重大事故が発生した場合 

③その他町長が必要と認めた場合 

【災害警戒本部廃止基準】 

①道路事故災害による多数の死傷者発生の恐れがなくなった場合 

②その他町長が必要なしと認めた場合 

【災害対策本部設置基準】 

①道路事故災害により、多数の死傷者が発生した場合 

②その他町長が必要と認めた場合 

【災害対策本部廃止基準】 

①事故災害応急対策を概ね完了した場合 

②その他町長が必要なしと認めた場合 
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（５）災害対策本部等の組織、設置の決定及び本部の設置等【町】 

第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第１節 初動対応計画 第２

「組織計画」を準用する。 

 

２ 県の活動体制【県】 

道路災害発生時の県の活動体制については、茨城県地域防災計画を参照のこと。 

 

３ 道路管理者の活動体制【町以外の道路管理者】 

町以外の道路管理者は、必要に応じ、道路事故災害対策計画を策定し、第一次的に災害応急対

策を実施する機関として、発災後速やかに、職員の非常参集、情報収集連絡体制の確立及び災害

対策本部の設置等必要な体制を取るものとする。 

 

４ 広域的な応援体制【町、県、隣接市町、国】 

町内において道路事故による災害が発生し、自力による応急対策等が困難な場合、第２編 地

震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第３節 応援・派遣 第１「他の地方公共

団体等に対する応援要請」に準じて、迅速・的確な応援要請の手続きを行うとともに、受入体制

の確保を図るものとする。 

 

５ 自衛隊の災害派遣【町、県、自衛隊】 

町長は、自衛隊の災害派遣の必要性を道路事故の規模や収集した被害情報から判断し、必要と

認められた場合は、第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第３節 応

援・派遣 第２「自衛隊派遣要請」に準じて要請するものとする。 
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第３ 救急・救助、医療及び消火活動 

１ 救助・救急活動【町、西南広域消防本部、道路管理者】 

町及び道路管理者は、県、警察、自衛隊等の関係機関と連携し、事故災害発生直後における負

傷者の救助・救急活動を行うよう努めるとともに、救助・救急活動を実施する各機関に可能な限

り協力するよう努める。また、消防機関は、大規模な道路災害が発生した場合においては、傷病

者の救助・救急活動を迅速に行うとともに、早急な被害状況の把握に努め、必要に応じ県を通じ

て緊急消防援助隊の派遣を要請する。 

 

２ 医療活動【町、県、医療関連機関】 

発災時には、医療救護を必要とする多数の傷病者の発生が予想されることから、第２編 地震

災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第４節 被害軽減対策 第５「応急医療救護」

に準じて、関係医療機関及び防災関連機関との密接な連携のもとに、一刻も早い医療救護活動を

行う。また、被災者に対する心のケアを行う必要がある場合は、第２編 地震災害対策計画編 第

３章 地震災害対策計画 第５節 被災者生活支援 第２「避難生活の確保、健康管理」の心の

ケア対策に準じて実施する。 

 

３ 消火活動【町、西南広域消防本部】 

町及び道路管理者は消火活動が円滑かつ効率的に行われるよう、関係機関との総合調整及び必

要な機関への応援要請を行うものとする。 

西南広域消防本部は、速やかに事故による火災の状況を把握するとともに、迅速に消火活動を

行うものとする。 

 

 

 

第４ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動【町、県（警察本部）】 

緊急輸送に当たっては、現場の警察官、関係機関等からの情報に加え、交通監視カメラ、車両

感知器等を活用して、交通状況を迅速に把握するものとする。また、町は、必要に応じて、緊急

輸送を確保するため、直ちに一般車両の通行を禁止するなどの交通規制を行うことを警察に対し

て要請すとともに、必要に応じて、警備業者等との応援協定等に基づき、交通誘導の実施等を要

請するものとする。 

 

 

 

第５ 危険物の流出に対する応急対策【町、道路管理者】 

道路輸送中における危険物等の流出事故が発生した場合の応急対策は、危険物等災害対策計画

に準じ行う。 
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第６ 道路施設・交通安全施設の応急復旧活動【町、道路管理者】 

町及び道路管理者は、迅速かつ的確な障害物の除去、仮設等の応急復旧を行い、早期の道路交

通の確保に努めるとともに、道路施設の応急復旧活動に際し、類似の災害の再発防止のために、

被災箇所以外の道路施設についても、緊急点検を実施するものとする。 

また、町及び道路管理者及び警察本部は、災害発生後直ちに、被災現場及び周辺地域ならびに

その他の地域において、交通安全施設の緊急点検を実施し、災害により破損した交通安全施設の

早期復旧に努めるものとする。 

 

 

 

第７ 関係者等への的確な情報伝達活動 

１ 情報伝達活動【町、県、放送事業者、通信社、新聞社】 

町は、県と協力の上で、道路災害の状況、安否情報、医療機関などの情報、それぞれの機関が

講じている施策に関する情報、交通規制等、被災者の家族等に役立つ正確かつきめ細かな情報を、

放送事業者、通信社、新聞社等の報道機関の協力を得て適切に提供するものとする。この際、聴

覚障がい者に対する広報は、正確でわかりやすい文書や字幕付き放送、文字放送によるものとす

る。 

【情報の伝達内容】 

・町及び関係機関の実施する応急対策の概要 

・避難指示（緊急） 、避難勧告及び避難先の指示 

・旅客及び乗務員等の氏名・住所 

・地域住民等への協力依頼 

・その他必要な事項 

 

２ 関係者からの問い合わせに対する対応【町】 

町は、必要に応じ災害発生後、速やかに関係者からの問い合わせに対応する窓口設置、人員の

配置等の体制の整備に努めるものとする。 

 

 

 

第８ 防疫及び遺体の処理 

発災時の防疫及び遺体の処理については、第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応

急対策計画 第７節 応急復旧・事後処理 第４「災害廃棄物の処理・防疫・障害物除去対策」

及び第５「行方不明者の捜索及び遺体の処理」に準じて実施する。 
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第３章 大規模な火事災害対策計画 

町内において、多数の死傷者等の発生する大規模な火事災害が発生した場合の、関係機関がと

るべき対策について次のとおり定める。 

第１節 災害予防 

第１ 災害に強いまちづくり 

災害に強いまちづくりを推進するため、建物等の耐震・不燃化の促進や防火体制の強化等に努

める。 

 

１ 災害に強いまちの形成【町、西南広域消防本部】 

町及び西南広域消防本部は、延焼拡大の防止を図るため、建築物や公共施設の耐震・不燃化、

避難路、避難地・緑地等の連携的な配置による延焼阻止延焼遮断帯の確保、防火地域及び準防火

地域の的確な指定等により、災害に強い都市構造の形成を図るものとする。 

また、ヘリコプターの緊急救助用のスペースの設置を促進するよう努めるものとする。 

 

２ 火災に対する建築物の安全化 

（１）消防用設備等の整備及び維持管理【西南広域消防本部】 

西南広域消防本部は、多数の者が出入りする事業所、病院等の防火対象物に対して、消防法（昭

和23年法律第186号）に基づく消防用設備等の設置を促進するとともに、保守点検の実施及び適正

な維持管理を行うものとする。 

（２）建築物の防火管理体制【西南広域消防本部・事業者】 

消防本部主催による防火管理に関する講習会を開催し、多数の者が出入りする事業所、病院ル

等の防火対象物について、防火管理者を適正に選任させるとともに、防火管理者が当該建築物に

ついての消防計画の作成、当該消防計画に基づく消火通報及び避難訓練の実施等、防火管理上必

要な業務を適正に行うなど、防火管理体制の充実を図るものとする。 

 

 

第２ 大規模な火事災害防止のための情報の充実【水戸地方気象台】 

水戸地方気象台は、大規模な火事災害防止のため、気象の状況の把握に努め、災害防止のため

の情報充実と適時・的確な情報発表に努めるものとする。 
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第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（１）情報の収集・連絡【町、防災関係機関】 

町をはじめとする防災関係機関は、災害応急対策の円滑な実施を図るため、それぞれの機関及

び機関相互間において、情報の収集・連絡体制の整備を図るものとする。その際、夜間、休日の

場合においても対応できる体制の整備を図るものとする。 

なお、機動的な情報収集活動を行うため、車両をはじめとする情報収集手段をあらかじめ整備

するとともに、緊急時には県のヘリコプター等を活用できる体制を整備するものとする。 

（２）情報の分析整理【町、西南広域消防本部】 

町及び西南広域消防本部は、平常時から防災関連情報の収集及び蓄積に努め、火災発生及び延

焼拡大の危険性のある区域を把握のうえ、被害想定を作成し災害危険性の周知等に生かすものと

する。 

（３）通信手段の確保【町、西南広域消防本部、防災関係機関】 

非常通信体制を含めた大規模な火事災害発生時における通信手段については、第２編 地震災

害対策計画編 第２章 地震災害予防計画 第１節 防災体制の整備 第３「情報通信ネットワ

ークの整備」を準用する。 

 

２ 災害応急体制の整備 

（１）職員の体制【町、防災関係機関】 

町をはじめとする防災関係機関は、それぞれの機関において、職員の非常参集体制の整備を図

るとともに、必要に応じ応急体制のためのマニュアルを作成し、活動手順、使用する資機材や装

備の使用方法の習熟を図るよう定期的に訓練を行うものとする。 

（２）防災関係機関相互の連携体制【町、防災関係機関】 

災害発生時には、防災関係機関相互の連携体制が重要であることから、それぞれの機関は、応急活

動及び復旧活動に関し、相互応援の協定を締結する等平常時より連携を強化しておくものとする。 

 

３ 救助・救急、医療及び消火活動への備え 

（１）救助・救急活動への備え【西南広域消防本部】 

西南広域消防本部は、災害時に迅速に応急活動が行えるよう、それぞれの防災機関の実情に応

じ救急救助用資機材の整備に努めるものとする。 

また、西南広域消防本部は、県や自衛隊の資機材及び他消防署の資機材の保有状況等を相互に

把握するとともに、必要に応じ情報交換を行うよう努めるものとする。 

（２）医療活動への備え【町、県、医療関連機関】 

災害時の迅速な医療活動実施のための事前対策については、第２編 地震災害対策計画編 第

２章 地震災害予防計画 第３節 被害の軽減・防止 第３「医療救護活動」を準用する。 

（３）消火活動への備え【町、西南広域消防本部】 

南関東地域直下や全国どこでも起こりうる直下型地震等の地震被害をもたらすおそれのある本

町では、同時多発火災及び消火栓の使用不能等に備え、防火水槽の整備、河川水等自然水利及び

ため池等指定消防水利の活用等により、消防水利の多様化を図るとともに、消防ポンプ自動車等

消防用機械・資機材の整備に努めるものとする。 
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４ 緊急輸送活動への備え【町、県】 

発災時の緊急輸送活動の効果的な実施のための事前対策としては、第２編 地震災害対策計画

編 第２章 地震災害予防計画 第３節 被害の軽減・防止 第１「緊急輸送への備え」に準ず

るほか、次により実施する。 

町及び道路管理者、県警察本部は、信号機、情報板等の道路交通関連施設について、災害時の

道路交通管理体制の整備に努めるものとする。また、災害時の交通規制を円滑に行うため、警備

業者等との間で締結している「交通誘導の実施等応急対策業務に関する協定」等の推進を図ると

ともに、発災後において交通規制が実施された場合の車両の運転者の義務等について平常時から

周知を図るものとする。 

 

５ 避難収容活動への備え【町、西南広域消防本部】 

（１）避難誘導 

町及び西南広域消防本部は、避難場所・避難路をあらかじめ指定し、住民への周知徹底に努め

るものとし、発災時の避難誘導に係る計画を作成し、訓練を行うものとする。 

（２）避難場所 

町及び西南広域消防本部は、都市公園、公民館、学校等公共施設等を対象に避難場所を指定し、

住民への周知徹底に努めるものとする。 

 

６ 被災者等への的確な情報伝達活動関係【町、西南広域消防本部】 

町及び西南広域消防本部は、大規模な火事に関する情報を常に伝達できるよう、県や報道機関

との連携を図るものとする。 

 

７ 防災関係機関等の防災訓練の実施【町、西南広域消防本部】 

町及び西南広域消防本部は、大規模災害を想定し、住民参加により、より実践的な消火、救助・

救急等の訓練を実施するものとする。 

 

 

第４ 防災知識の普及 

１ 防災知識の普及【町、西南広域消防本部】 

町及び西南広域消防本部は、全国火災予防運動、防災週間等を通じ、各種広報媒体を活用して

住民の防災知識及び意識の普及啓蒙を図るものとする。 

 

２ 防災関連施設等の普及【町、西南広域消防本部】 

町及び西南広域消防本部は、住民等に対し、住宅用防災機器等の普及に努めるものとする。 
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第２節 災害応急対策 

第１ 発災直後の情報収集・連絡 

１ 災害情報の収集連絡【町、防災関係機関】 

（１）大規模火災発生情報等の収集、連絡 

町は、火災の発生状況、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括

的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県に連絡するものとする。併せて「火災・災害等即報

要領」に基づき、直接即報基準に該当する事案については、消防庁に対しても原則として覚知後

30分以内で可能な限り早く報告する。 

（２）大規模な火事災害情報の収集・連絡系統 

大規模な火事災害情報の収集・連絡系統は次のとおりとする。 

 

 情報通信連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先一覧 

機 関 名 担当部署 電話番号（夜間・休日の場合） 

消防庁 応急対策室 
03-5253-7527 
03-5253-7537(FAX) 

県 防災・危機管理課 029-301-2879 

下妻警察署  0296-43-0110 

 

（３） 応急対策活動の情報 

町は、県へ応急対策の活動状況及び対策本部設置状況等を連絡し、応援の必要性等を連絡する

とともに、県は、自ら実施する応急対策の活動状況等を町に連絡する。また、関係機関は、応急

対策活動情報に関し、必要に応じて相互に情報交換を行うものとする。 

 

２ 通信手段の確保【町、防災関係機関、電気通信事業者】 

町をはじめとする防災関係機関は、災害発生直後は、直ちに災害情報連絡のための通信手段を

確保するものとし、電気通信事業者は、県及び町の等の防災関係機関の重要通信の確保を優先的

に行うものとする。 

  

 

宿直室 

03-5253-7777 

03-5253-7553(FAX) 

関係機関 

下妻警察署 

町 

消 防 機 関 

警察本部 

県防災・ 

危機管理課 

陸上自衛隊 

施設学校 

消 防 庁 

応急対策室 
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第２ 活動体制の確立 

１ 町の活動体制 

（１）職員の動員配備体制区分の基準及び内容 

職員配備の決定基準は、大規模な火事災害の状況等により次のとおり定める。 

体制 基   準 配 備 人 員  災害対策本部等の設置 

警戒体制 
(事前配備) 

大規模火災により、多数の死傷者が
発生する恐れのある場合、又は、そ
の他の状況により町長が必要と認
めた場合 

あらかじめ定める
防災関係職員 

災害警戒本部を設置する。 

非常体制 大規模火災により、多数の死傷者が
発生した場合、又は、その他の状況
により町長が必要と認めた場合 

大規模火災応急対
策が円滑に行える
体制 

災害対策本部を設置する。 

 

（２）職員の動員配備体制の決定【町】 

【警戒体制】 

火災の延焼情報、被害情報、県及び防災関係機関の情報に関する西南広域消防本部長及び総

務部長の報告に基づき、町長が配備体制区分の決定基準（第２編 地震災害対策計画編 第

３章 地震災害応急対策計画 第１節 初動対応計画 第１「職員の参集・動員」）に基づき決

定する。 

【非常体制】 

西南広域消防本部長及び総務部長の報告に基づき町長が体制を決定する。 

 

表 決定者 

 決定者 代決者 代決者 

警戒及び非常体制 町 長 副町長 総務部長 

 

（３）職員の動員【町】 

第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第１節 初動対応計画 第１

「職員の参集・動員」を準用する。 

（４）災害対策本部等の設置基準等【町】 

【災害警戒本部設置基準】 

① 火災により、多数の死傷者が発生する恐れがある場合 

② その他町長が必要と認めた場合 

【災害警戒本部廃止基準】 

① 火災による多数の死傷者発生の恐れがなくなった場合 

② その他町長が必要なしと認めた場合 

【災害対策本部設置基準】 

① 大規模な火災により、多数の死傷者が発生した場合 

② その他町長が必要と認めた場合 
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【災害対策本部廃止基準】 

① 大規模な火事災害応急対策が概ね完了した場合 

② その他町長が必要なしと認めた場合 

 

（５）災害対策本部等の組織、設置の決定及び本部の設置等【町】 

第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第１節 初動対応計画 第２

「組織計画」に準ずる。 

 

２ 県の活動体制【県】 

大規模火災発生時における県の活動体制は、茨城県地域防災計画を参照のこと。 

 

３ 広域的な応援体制【町、県、隣接市町、国】 

町内において大規模な火事による災害が発生し、自己の施設及び人員等を活用してもなおかつ

応急対策等が困難な場合は、第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第

３節 応援・派遣 第１「他の公共団体等に対する応援要請」に準じて、迅速・的確な応援要請

の手続きを行うとともに、受入体制の確保を図るものとする。 

 

４ 自衛隊の災害派遣【町、県、自衛隊】 

自衛隊の災害派遣の必要性を収集した被害情報等から判断し、必要と認められた場合は、第２

編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第３節 応援・派遣 第２「自衛隊

派遣要請」に準じて要請するものとする。 
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第３ 救急救助、医療及び消火活動 

１ 救助・救急活動【町、防災関係機関】 

町をはじめとする各防災関係機関は、救助・救急活動を行うほか、被害状況の早急な把握に努

め、必要に応じ他の関係機関に応援を要請するものとする。 

 

２ 資機材等の調達等【防災関係機関】 

活動に必要な資機材は、原則として当該活動を実施する機関が携行するものとする。なお、必

要に応じ民間からの協力等により、効率的な救助・救急活動を行うものとする。 

 

３ 医療活動【町、県、医療関連機関】 

発災時には、医療救護を必要とする多数の傷病者の発生が予想されることから、第２編 地震

災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第４節 被害軽減対策 第５「応急医療救護」

に準じ、関係医療機関及び防災関係機関との密接な連携のものと、医療救護活動を行うものとす

る。 

また、被災者に対する心のケアを行う必要がある場合は、第２編 地震災害対策計画編 第３

章 地震災害応急対策計画 第５節 被災者生活支援 第２「避難生活の確保、健康管理」の心

のケア対策に準じて実施するものとする。 

 

４ 消火活動【町、西南広域消防本部】 

町及び西南広域消防本部は、災害発生後速やかに火災の状況を把握するとともに、迅速に消火

活動を行うものとする。また、町が被災地以外の場合、被災地方公共団体からの要請又は相互応

援協定に基づき応援の迅速かつ円滑な実施に努めるものとする。 

 

 

 

第４ 避難の受入れ 

１ 避難誘導の実施【町、県警察本部、自衛隊】 

町は、発災時には、避難場所・避難路及び災害危険箇所等の所在、災害の概要等情報の提供に

努めながら、町民等の避難誘導を行うものとする。 

 

２ 避難場所【町】 

町は、発災後、必要に応じ速やかに避難場所を開設するものとする。この際、避難場所におけ

る情報の伝達、食料、水等の配布及び清掃等については、避難者、町民、民間防火組織等の協力

を得て適切な運営管理を行うものとする。 

 

３ 避難行動要支援者への配慮【町】 

町は、避難誘導及び避難場所において、高齢者及び障がい者等避難行動要支援者に十分配慮す

るものとする。 
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第５ 施設及び設備の応急活動【町、各種施設管理者】 

町及びその他の施設管理者は、それぞれの所管する施設及び設備の緊急点検を実施するととも

に、被害状況を把握し、ライフライン及び公共施設の応急復旧を速やかに行うものとする。 

 

 

 

第６ 関係者等への的確な情報伝達活動 

１ 情報伝達活動【町、放送事業者、通信社、新聞社】 

町は、火災の状況、安否情報、医療機関などの情報、それぞれの機関が講じている施策に関す

る情報、交通規制等被害者の家族等に役立つ正確かつきめ細かな情報を、放送事業者、通信社、

新聞社等の報道機関の協力を得て適切に提供するものとする。この際、聴覚障がい者に対する広

報は、正確でわかりやすい文書や字幕付き放送、文字放送等によるものとする。 

・町及び関係機関の実施する応急対策の概要 ・避難の指示、勧告及び避難先の指示 

・町民等への協力依頼           ・その他必要な事項 

 

２ 関係者からの問い合わせに対する対応【町】 

町は、必要に応じ災害発生後、速やかに関係者からの問い合わせに対応する窓口設置、人員の

配置等の体制の整備に努めるものとする。 

 

 

 

第７ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

１ 交通の確保【町、道路管理者】 

町及び他の道路管理者は、現場の警察官、関係機関等からの情報に加え、交通監視カメラ、車

両感知器等を活用して、交通状況を迅速に把握するものとする。また、必要な場合は、緊急輸送

を確保するため、一般車両の通行を禁止するなどの交通規制を県警察本部に対して要請するもの

とする。 

交通規制に当たっては、関係機関は、相互に密接な連絡をとるものとする。 

 

 

 

第８ 防疫及び遺体の処理【町、保健福祉部、県、医療関係機関】 

発災時の防疫及び遺体の処理については、第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応

急対策計画 第７節 応急復旧・事後処理 第４「災害廃棄物の処理・防疫・障害物除去対策」

及び同節第５「行方不明者の捜索及び遺体の処理」に準じて実施するものとする。 



第４編 大規模災害対策計画編 

第４章 危険物等災害対策計画 

265 

 

第４章 危険物等災害対策計画 

本計画は、町内において危険物等(石油類、高圧ガス、火薬類、毒劇物及び放射性物質(放射性

同位元素又はそれを含有する物質等放射線を放出する物質)をいう。以下同じ。)の漏洩・流出、

飛散、火災、爆発による多数の死傷者等の発生する災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合に、関係機関、関係団体及び事業者がとるべき対策について定める。 

 

第１節 災害予防 

危険物等災害の発生を予防するとともに、それが発生した場合の被害の軽減を図るため、関係

機関、関係団体及び事業者は、次の対策を講じる。 

 

第１ 危険物等の予防対策（各災害共通事項） 

危険物等災害の発生を予防するために必要な施設の安全性の確保や災害応急・復興体制への備

えを行う計画である。 

１ 危険物等関係施設の安全性の確保【町、防災関係機関、危険物取扱事業者】 

（１）保安体制の確立 

危険物等の貯蔵・取扱いを行う者(以下、本編において「事業者」という。)は、法令で定める

技術基準を遵守するとともに、自主保安規程等の策定、自衛消防組織等の設置並びに貯蔵、取扱

い施設等の定期点検、自主点検の実施等の自主保安体制の整備を推進するものとする。 

また、災害が生じた場合は、その原因の徹底的な究明に努め、再発防止に資すものとする。 

町及び他の防災機関は、危険物等関係施設に対する立入検査を徹底し、施設の安全性の確保に

努めるものとする。 

危険物等災害が生じた場合に、その原因の徹底的な究明に努め、原因究明を受けて必要な場合

には、法令で定める技術基準の見直し等を国に要請するなど、危険物等関係施設の安全性の向上

に努めるものとする。 

消防機関及び警察は、必要に応じ、立入検査等を実施し、危険物等保管状態、自主保安体制等

実態を把握し、資機材を整備、充実し、災害発生時における初動措置体制の確立を図るものとす

る。 

（２）保安教育の実施 

町及び他の防災関係機関は、事業者及び危険物取扱者等の有資格者等に対し、講習会、研修会

の実施等により保安管理及び危険物等に関する知識の向上を図り、危険物等関係施設における保

安体制の強化を図るものとする。 

事業者は、従業員等に対する保安教育や防災訓練を実施し、自主防災体制の確立に努めるもの

とする。 

 

２ 災害応急対策、災害復旧への備え【町、危険物取扱事業者】 

（１）情報の収集・連絡体制の整備 

町及び事業者は、危険物等災害が発生した場合において、夜間、休日の場合等を含めて、迅

速・的確な応急対策がとれるよう、情報収集・連絡体制を整備するものとする。また、災害時の

情報通信手段について、無線通信ネットワークの整備・拡充、ネットワーク間の連携等、平常時
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からその確保と管理・運用体制の構築に努めるものとする。また、町は、緊急時の通報連絡体制

を確立するとともに、災害現場や調整機関等で情報収集・連絡にあたる要員をあらかじめ定める

などして、緊急時の体制を整備するものとする。 

（２）職員の活動体制の整備 

町及び事業者は、それぞれの実情に応じ、非常参集体制の整備を図るとともに、それぞれの災

害時活動マニュアルを作成し、職員に災害時の活動内容等を周知させるものとする。 

（３）防災関係機関相互の連携体制 

町及び事業者は、災害発生時には、防災関係機関相互の連携体制が重要であることから、それ

ぞれの機関は、応急活動及び復旧活動に関し、相互応援の協定を締結する等平常時より連携を強

化しておくものとする。 

また、事業者は、資機材の調達に係る相互応援体制の整備を推進するものとする。 

（４）救助・救急、医療及び消火活動への備え 

町及び事業者は、災害時に迅速に応急活動が行えるよう、それぞれの実情に応じ、救助・救急

用資機材、医療資機材及び消火用資機材等の備蓄や整備に努める。 

（５）緊急輸送活動体制の整備 

町は、県と協力の上で、災害時の応急活動用資機材等の円滑な輸送を行うため、道路交通管理

体制の整備を図るものとする。 

（６）危険物等の大量流出時における防除活動への備え 

町及び事業者は、オイルフェンス、油処理剤、油吸着剤の流出油防除資機材、化学消火薬剤等

の消火用資機材、中和剤等防災薬剤及び避難誘導に必要な資機材の整備に努めるものとする。ま

た、緊急時における防災関係機関の協力体制の確立に努めるものとする。 

（７）避難受入活動体制の整備 

町は、あらかじめ、避難場所・避難路を指定し、町民への周知徹底に努めるとともに、発災時

の避難誘導計画を作成し、訓練を行うものとする。 

（８）防災関係機関等の防災訓練の実施 

町及び事業者は、危険物等事故内容及び被害の想定を明らかにするなど、実践的で、相互に連

携した訓練を定期的・継続的に実施するとともに、訓練後には評価を行い、課題等を明らかに

し、必要に応じ体制等の改善を行うものとする。 

（９）災害復旧への備え 

町及び事業者は、円滑な災害復旧を図るため、あらかじめ重要な所管施設の構造図等の資料を

整備しておくとともに、資料の被災を回避するため、複製を別途保存するよう努めるものとす

る。 

 

３ 防災知識の普及、住民の訓練【町、防災関係機関】 

町及び防災関係機関は、危険物安全週間や防災関連行事等を通じ、住民に対し、その危険性を

周知するとともに、災害発生時にとるべき行動、避難場所での行動等防災知識の普及、啓蒙を図

るものとする。また、防災的見地から防災アセスメントを行い、地域住民、とりわけ高齢者、障

がい者、外国人、乳幼児等避難行動要支援者に配慮した適切な避難や防災活動に資する防災マッ

プ、地域別防災カルテ、災害時の行動マニュアル等をわかりやすく作成し、住民等に配布すると

ともに、研修を実施する等防災知識の普及啓発に努めるものとする。 
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第２ 石油類等危険物施設の予防対策 

石油類等危険物（消防法（昭和23年法律第186号）第2条第7項に規定されているもの）施設に

関する予防対策は、共通事項に定めるほか次のとおりとする。 

 

１ 施設の保全【石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、消防法第12条(施設の維持管理義務)及び同法第14条の3の2(定期点検義務)等の規定

を遵守し、危険物施設の保全に努める。 

 

２ 石油貯蔵タンクの安全対策 

（１）地盤対策【西南広域消防本部】 

西南広域消防本部は、一定規模以下の貯蔵タンクについても不等沈下、移動、配管の切断、亀

裂等の事故防止のため、タンクの設置される箇所の地盤調査、工法等技術上の基準について配慮

するよう指導するものとする。また、既設タンクについては、事業所に対し適時又は定期的に沈

下測定を行い基礎修正及び各種試験による自主検査体制の確立について指導するものとする。

（２）防災設備の強化（石油類など危険物取扱事業者） 

事業者は、耐震、防火上の配慮と防油堤の強化及び敷地周辺の防護措置の強化を図るものとす

る。 

（３）防災管理システムの強化【石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、漏洩、流出の感知と警報装置の整備の推進や、配管部の切替等による被害防止のた

めの緊急遮断装置の導入を進めるとともに、非常時の通報体制の確立と教育訓練の徹底を図る。 

 

３ 保安体制の確立【西南広域消防本部、石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、消防法第14条の2の規定に基づく予防規程の内容を常に見直し、操業実態に合った

ものとするとともに、従業員に対する保安教育や防災訓練を実施し、自主防災体制の確立に努

め、隣接する事業所間との自衛消防隊の相互協力体制の強化を図るものとする。 

西南広域消防本部は、危険物施設の位置・構造・設備の状況及び危険物の貯蔵・取扱の方法

が、危険物関係法令に適合しているか否かについて立入検査を実施し、必要がある場合は、事業

所の所有者、管理者又は占有者に対し、災害防止上必要な助言又は指導を行うものとする。 
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第３ 高圧ガス・火薬類の予防対策 

高圧ガス（高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）第2条に規定されるもの）及び火薬類（火

薬類取締法（昭和25年法律第149号）第2条に規定されるもの）の予防対策は共通事項に定めるほ

か次のとおりとする。 

 

１ 一般高圧ガス(毒性ガスを除く高圧ガス)・火薬類対策 

（１）高圧ガス等の保安検査、立入検査及び保安団体の自主保安活動の推進【県】 

高圧ガス等の保安検査、立入検査及び保安団体の自主保安活動の推進は、県の事務として行

う。 

（２）火薬類搬送時の安全指示【県警察本部】 

火薬類運搬の届出があった場合の積載方法の指示等は、県警察本部の事務として行う。 

 

２ 毒性ガス対策 

（１）毒性ガス取扱施設に係る事故対策の推進【町、毒性ガス取扱事業者、住民】 

町は、毒性ガス漏洩を想定し、住民への広報手段、避難誘導法、避難場所をあらかじめ定めて

おく。また、事業者との緊急連絡体制を整備するものとする。 

町域内に事業所を置く事業者は、町が実施する防災訓練に参加し、近隣住民と一体の防災訓練

を実施するものとする。 

事業者は、被害を最小限に止めるため、事業所の立地条件及び施設の配置状況を勘案し、風向

計等を設置するものとする。 

また、発災時の近隣住民の避難のために、必要な広報手順、ガスマスク等防災用機器の整備を

図るとともに、町等行政機関と日頃から連携を密にし、対策を講じるものとする。 

さらに、関連事業者による有毒ガス事故対策協議会等を結成するなどして、発災時における応

急対策の協力体制の整備に努めるものとする。 

 

 

３ ＬＰガスの予防対策 

（１）消防機関の対策【西南広域消防本部】 

消防機関は、消防法の規定に基づき、必要に応じ、火災予防査察を実施し、火災の未然防止を

図る。また、災害予防上必要と認めるときは、ガス事業者に対し保安上とるべき措置について通

報する。 

（２）事業者の対策【ガス事業者】 

前記通報を受けたときは、直ちに防災上必要な対策を講じることができる体制を整備する。 
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第４ 毒劇物取扱施設の予防対策 

毒劇物（毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）第2条に規定されているもの）の予防対

策は共通事項に定めるほか次のとおりとする。 

 

１ 毒劇物多量取扱施設に対する指導の強化【県】 

（１）登録施設に対する指導 

毒劇物取扱登録施設の運営事業者に対する指導等は、県の事務として行う。 

（２）登録外施設に対する指導 

上記登録施設以外の業務上取扱施設に対する指導等も、登録施設に準じて、県の事務として行

う。 

 

２ 毒劇物多量取扱施設における保安体制の自己点検の充実 

（１）危害防止規程の整備【毒劇物取扱事業者】 

事業者は、毒物又は劇物による危害を防止するため次の事項について危害防止規程を整備する

ものとする。 

1) 毒物又は劇物関連設備の管理者の選任に関する事項 

2) 次に掲げる者に係る職務及び組織に関する事項 

① 毒物又は劇物の製造、貯蔵又は取扱の作業を行う者 

② 設備等の点検・保守を行う者 

③ 事故時における関係機関への通報を行う者 

④ 事故時における応急措置を行う者 

 

3) 次に掲げる毒物又は劇物関連設備の点検方法に関する事項 

 製造施設、配管、貯蔵設備、防液堤、除害設備、緊急移送設備、散水設備、排水設備、非常

用電源設備、非常用照明設備、緊急制御設備等 

4) 3)に掲げる毒物又は劇物関連施設の整備又は補修に関する事項 

5) 事故時における関係機関への通報及び応急措置に関する事項 

6) 2)に掲げる者に関する教育訓練に関する事項 
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第５ 放射線使用施設等の予防対策 

放射線使用施設等【放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律[昭和32年法律第

167号]に規定される放射性物質等を取り扱う施設又は核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律[昭和32年法律第166号]に規定される核燃料物質の使用施設[原子力災害対策特別措

置法（以下、「原災法」という。）第2条第4号に規定する事業所を除く。]及び放射性物質の運搬

[原災法第2条第3号に規定する原子力事業者及びそれから運搬を委託された者が行う核燃料物質

等の事業所外運搬を除く。]】に係る予防対策は共通事項に定めるほか、次のとおりとする。 

 

１ 保安体制の強化【放射線使用者】 

放射線使用者(放射性物質等を取り扱う者)は、漏洩することによる環境汚染等の被害を防止す

るため、関係機関と連携して保安体制を強化し、法令に定める適正な障害防止のための予防措

置、保安教育及び訓練の徹底による災害の未然防止を図るものとする。 

 

２ 維持管理指導の推進【国】 

放射線使用者に対する維持管理の指導等は、国の事務として行う。 

 

３ 医療監視の実施【県】 

医療監視及びそれに基づく指導は、県の事務として行う。 

 

４ 運搬時の安全確保【県警察本部】 

放射性物質又はそれにより汚染された物の運搬の際の各種指示及び安全確保に関しては、県警

本部の事務として行う。 
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第６ 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する予防対策 

原災法第２条第３号に規定する原子力事業者及びそれから運搬を委託された者（以下、「原子

力事業者等」という。）が行う核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する予防対策について

は、原子力災害の発生及び拡大の防止のため、原子力事業者等、国、県、町等防災機関は相互に

協力し、輸送容器の安全性、輸送業務の特殊性等を踏まえ、危険時の措置等を迅速かつ的確に行

うため体制の整備を図るものとする。 

 

１ 原子力事業者等の措置【原子力事業者等】 

原子力事業者等は、その業務に従事する職員に対し、必要かつ十分な教育訓練を施すととも

に、事故前の応急措置、事故時対応組織の役割分担、携行する資機材等を記載した運搬計画書、

円滑な通報を確保するための非常時連絡表等を作成するとともに、運搬を行うに当たっては、こ

れら書類及び非常通信用資機材並びに防災資機材を携行するものとする。 

また、必要な防災対応を的確に実施するため、必要な要員を適切に配置するとともに、事故時

に次の措置を適切に取るために必要な体制の整備を図るものとする。 

【事故発生時の措置】 

(1) 放射線障害を受けた者の救出、避難等の措置 

(2) 国、県、海上保安部署等への迅速な通報 

(3) 消火、延焼防止等の応急措置 

(4) 運搬に従事する者や付近にいる者の避難 

(5) 運搬中の核燃料物質等の安全な場所への移動、関係者以外の立ち入り禁止等の措置 

(6) モニタリング実施 

(7) 核燃料物質等による汚染の拡大の防止及び除去 

(8) その他放射線障害の防止のために必要な措置 

 

なお、運搬中の事故により原災法に定める特定事象が発生した場合には、原子力防災管理者を

通じ、直ちに国、県、町等関係機関に同時に文書で送信できるよう、必要な通報、連絡体制を整

備する。 

 

２ 西南広域消防本部の措置【西南広域消防本部】 

西南広域消防本部は、事故の通報を受けた場合に、事故の状況に応じ職員の安全を確保しなが

ら原子力事業者等と相互に協力して火災の消火、救助、救急等必要な措置を実施するために必要

な体制の整備を行うものとする。 

 

３ 県(警察機関等)の措置【県】 

警察機関は、事故の通報を受けた場合に、事故の状況に応じ職員の安全を確保しながら原子力

事業者等と相互に協力して人命救助、避難誘導、交通規制等必要な措置を実施するため必要な体

制の整備を行うものとする。 
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第２節 災害応急対策 

危険物等災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、関係機関、関係団体は次の対策を

講じ、被害の発生を最小に抑える措置を講じる。 

 

第１ 発災直後の情報の収集・連絡（各災害共通事項） 

危険物等災害が発生し、又は発生するおそれがある場合の情報の収集・連絡体制に関して定め

るものとする。 

 

１ 災害情報の収集・連絡【町】 

町は、危険物等災害の情報を受理したときは、その状況把握に努め、県に報告するとともに関

係機関に伝達する。 

 

２ 災害情報の収集・連絡系統【町、県、事業者】 

各災害の災害情報の収集・連絡系統は次のとおりとする。 

 

【石油類等危険物施設の災害】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※   河川等漏洩時のみ 

 

 

 

  

消 防 庁 

応急対策室 

陸上自衛隊 

施 設 学 校 

応急対策協 

力危険者等 

取扱事務所 

県化学消火 

薬 剤 備 蓄 

消 防 本 部 

水 戸 地 方 

気 象 台 

発 見 者 等 

発災事業所 

国土交通省関東地方 

整備局管内河川 

国 道 事 務 所 等 

関東都県 

県 

県警察本部 警 察 署 

県民センター 

町 

消 防 機 関 

浄水場 
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【高圧ガス・都市ガス・火薬類、毒性ガス、大規模な地階のガス漏れの災害】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   ※     毒性ガスの場合 

             

 

【毒劇物取扱施設の災害】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※     毒劇物が河川等へ流入した場合 

   ※     茨城県原子力安全協定に基づくもの 

  

県民センター 
陸上自衛隊 

施設学校 

水 戸 地 方 

気 象 台 

消 防 庁 

応急対策室 

応急対策協力 

危険物等取扱

事業所 

県化学消火薬剤 

備蓄消防本部 

原子力安全・ 

保安院ガス安

全課、保安課 

県 

県警察本部 

関東東北産業保

安監査部保安課 
警 察 署 

町 

発災事業所等 

一般社団法人茨城県高

圧ガス保安協会、地域

防災協議会、茨城県火

薬類保安協会 

発災事業所等 

保 健 所 

消防機関 

警察署 県警察本部 

県 

厚生労働省医薬食品 

局化学室安全対策課 

消 防 庁 

応急対策室 

陸上自衛隊 

施 設 学 校 

水 戸 地 方 

気 象 台 

応急対策協力 

危険物等取扱 

事業所 

国土交通省関東地 

方整備局管内河川

国道事務所棟 

関 係 

都 県 

消防機関 

県民センター 

浄水場 町 
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【放射線使用施設等の災害】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【核燃料物質等の事業所外運搬中の災害】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 被害状況の収集・把握 

（１）町の措置【町】 

町域内で被害が発生した場合又は発生するおそれのある場合は、直ちに、被害の状況及び応急

対策の実施状況に関する情報を収集し、県に報告するものとする。併せて、「火災・災害等即報

要領」に基づく、直接即報基準に該当する事案については、消防庁に対しても原則として覚知後

30分以内で可能な限り早く報告するものとする。 

（２）県の措置【県】 

町等からの情報を収集するとともに、自らも被害情報の把握に努める。また、ヘリコプター等

で目視、撮影、画像情報等の利用により被害規模の把握を行う。 

 

４ 災害情報の通報【町、警察官、発見者】 

危険物等災害が発生した場合又は発生するおそれのある異常な現象を発見した者は、直ちに、

その旨を町長又は警察官に通報するものとする。また、何人も、この通報が最も迅速に到達する

よう協力するものとする。この通報を受けた警察官は、その旨速やかに町長に、また、町長は、

県その他関係機関に通報するものとする。 

 

 

原子力防災管理者 

国 

県 

町(事故発生管轄） 

下妻警察署(事故発生管轄） 

下妻消防署(事故発生管轄） 

発災事業所等 

国 

消防機関 

町 

警 察 署 

県 

県警察本部 

防災関係機関 

消 防 庁 

応急対策室 
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５ 町民等への情報提供【町】 

町は、県等防災関係機関相互の連絡を密にし、危険物等災害の状況、安否、各機関が講じる施

策、二次災害の危険性等の情報について、町民等へ適切に提供するものとする。また、情報の伝

達に当たっては、放送事業者、通信社、新聞社等の報道機関の協力を得るものとする。この際、

聴覚障がい者に対する広報は、正確でわかりやすい文書や字幕付き放送、文字放送等によるもの

とする。 
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第２ 活動体制の確立（各災害共通事項） 

危険物災害が発生した場合の町等の活動体制を定め、災害時に的確な対応体制を確立する。 

１ 町の活動体制 

（１）職員の動員配備体制の区分の基準及び内容 

職員配備の決定基準は危険物等災害の状況等により次のとおり定める。 

体 制 基    準 配 備 人 員 
災害対策本部等の設

置 

警戒体制 

(事前配

備) 

危険物等事故により、多数の死傷

者が発生する恐れのある場合、漏

洩物により厳重な警戒体制をとる

必要が生じた場合、又はその他の

状況により町長が必要と認めた場

合 

あらかじめ定める

防 災 関 係 職 員 

災害警戒本部を設置

する。 

非常体制 

危険物等事故により、多数の死傷

者が発生した場合、大規模な火災

の発生、河川域に相当な被害が発

生し、又は発生が予想される場

合、又はその他の状況により町長

が必要と認めた場合 

危険物等事故災害

応急対策が円滑に

行 え る 体 制 

災害対策本部を設置

する。 

 

（２）職員の動員配備体制の決定【町】 

【警戒体制】 

危険物等事故情報、被害情報、県及び防災関係機関の情報に関する総務部長の報告に基

づき、町長が配備体制区分の決定基準に基づき決定する。 

【非常体制】 

総務部長の報告に基づき町長が体制を決定する。 

 

   表 決定者 

 決定者 代決者 代決者 

警戒及び非常体制 町 長 副町長 総務部長 

 

（３）職員の動員【町(各部)】 

第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第１節 初動対応計画 第１

「職員の参集・動員」に準ずる。 

（４）災害対策本部等の設置基準等 

【災害警戒本部設置基準】 

① 危険物等事故により、多数の死傷者が発生する恐れがある場合 

② 漏洩物に対し、厳重な警戒体制をとる必要がある場合 

③ その他町長が必要と認めた場合 

【災害警戒本部廃止基準】 

① 多数の死傷者が発生する恐れがなくなった場合 

② 漏洩物に対し、厳重な警戒体制をとる必要がなくなった場合 

③ その他町長が必要なしと認めた場合 
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【災害対策本部設置基準】 

① 危険物等事故により、多数の死傷者が発生した場合 

② 大規模な火災が発生した場合 

③ 漏洩物により、河川域に相当な被害が発生し、又は発生が予想される場合 

④ その他町長が必要と認めた場合 

【災害対策本部廃止基準】 

① 危険物等事故災害応急対策を概ね完了した場合 

② その他町長が必要なしと認めた場合 

 

（５）災害対策本部等の組織、設置の決定及び本部の設置等【町】 

第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第１節 初動対応計画 第２

「組織計画」を準用する。 

 

２ 県の活動体制【県】 

危険物等災害発生時の県の活動体制については、茨城県地域防災計画を参照のこと。 

 

３ 事業者の活動体制【危険物取扱事業者】 

発災後速やかに職員の非常参集、情報収集連絡体制の確立及び災害対策本部設置等必要な体制

をとるものとし、災害の拡大防止のための必要な措置を講ずるものとする。 

また、消防機関、警察と緊密な連携を確保し応急対策を進めるものとする。 
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第３ 石油類等危険物施設の事故応急対策 

石油類等危険物施設において災害が発生した場合の応急対策について定め、災害時における的

確な対応体制を確立する。 

 

１ 危険物火災等の応急対策 

（１）防災関係機関の対策【町、西南広域消防本部】 

発災事業所は、火災が発生した場合は、直ちに、119番通報するとともに、自衛消防組織を動

員するものとする。 

西南広域消防本部及び発火事業所の自衛消防組織は、直ちに、危険物等の流出を土のう等によ

り止めて、火災の拡大を防止するとともに、速やかに燃焼物の種類及び特性、装置等の緊急停止

の有無、有毒ガス発生の有無及び性状等火災の状況を把握し、危険物等の性状に応じた消火活動

を行うものとする。この際、消火により可燃性ガスが滞留し、又は有毒ガスが発生する等のおそ

れがある場合は、消火の是非についても考慮するものとする。また、大量の泡放射等により消火

薬剤等が河川等に流出しないよう措置を講じるものとする。 

町及び西南広域消防本部は、必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域(又は警戒区域)

の必要性を判断し、区域内住民等へ迅速に広報し、避難誘導するものとする。 

なお、西南広域消防本部は、町及び発火事業所のみでは十分な応急対策が困難であると判断し

た場合は、県に対して応援を要請する。県は、町ないし西南広域消防本部からの要請があった場

合、若しくは自ら必要と判断した場合は、県内6消防本部に備蓄する泡消火薬剤を発災地点の消

防機関等に緊急支援する。 

（２）警察の対策【県警察本部、下妻警察署】 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立入りを制限し、交通

規制を実施するものとする。 

 

２ 危険物の漏洩応急対策 

（１）非水溶性危険物の漏洩対策 

1) 発災者の措置【非水溶性危険物取扱事業者】 

石油類等油脂類が河川等に漏洩した場合は、以下の応急対策をとるものとする。 

排出の原因者は、直ちに土のう設置や排水溝閉止、オイルフェンス展張等による流出防止措置

をとるとともに、消防機関に119番通報し、事故発生状況及び危険物の性状を消防機関に伝え、

火気使用の中止、泡による液面被覆措置、ガス検知の活用等による引火防止措置をとり、低引火

物質の場合は防爆型ポンプによる漏洩危険物の回収を行うものとする。 

回収作業に使用するタンクローリー、ドラム、ポンプ等の資機材は早期に手配するものとし、

回収に当たっては消防機関等の指示に従うものとする。 

2) 西南広域消防本部の措置【西南広域消防本部】 

西南広域消防本部は、直ちに、危険物等の河川等への流出を土のう設置等による漏洩範囲の拡

大を防止する措置をとるとともに、危険物等の性状を把握し、引火による火災発生を防止する措

置をとるものとする。また、排出の原因者をして、吸着マット等回収資機材により回収を行うよ

う指導するとともに、地域の安全維持上必要な場合は、排出の原因者に協力して回収作業等を実

施するものとする。 
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油の防除措置について河川管理者等の協力要請があった場合は、これに協力するものとする。

なお、可燃性ガス濃度が爆発限界内にある場所、及び爆発した場合に影響を受ける場所からは退

避し、原則として当該範囲内での作業は実施せず、遠隔操作の可能な機材を活用するものとす

る。 

有毒ガスが発生している場合、又は発生する恐れのある場合は、単独で防除活動はせず互いに

安全確認ができるよう複数で行うものとする。 

3) 県警察本部の措置【県警察本部】 

被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立入りを制限し、交通規制を実施する

ものとする。 

4) 河川管理者及び河川以外の水路等の管理者の措置【町、河川管理者、水路管理者】 

適切な位置にオイルフェンスを展張するなどして、流出油の拡散等を防御する。また、危険物

の回収については原則として、排出の原因者に対して、吸着マット等回収資機材により回収を行

うよう指示するものとし、必要な場合は、排出の原因者に協力して回収作業を実施するものとす

る。その際、必要な場合は、町等防災関係機関に協力要請するものとする。 

5) 町の措置【町】 

町は、必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域(又は警戒区域)の必要性を判断し、区

域内住民等へ迅速に広報し、必要な場合は避難誘導するものとする。 

河川管理者等の協力要請があった場合、又は地域の生活環境の保全及び町民の安全の保持上必

要がある場合は、流出油の防除を実施するものとする。また、回収された油等廃棄物について

は、排出した原因者側に速やかに処分させるものとする。なお、処分までの一時保管に当たって

は、地域の生活環境の保全及び町民の安全を考慮し、場所の選択と保管方法の適切な管理につき

指導にあたるものとする。 

（２）水溶性危険物の漏洩対策 

アルコール等水溶性の危険物が漏洩した事故においては、次の応急対策をとる。 

1) 発災者の措置【水溶性危険物取扱事業者】 

 排出の原因者は、直ちに土のう設置や排水溝閉止等による流出防止措置をとるとともに、消

防機関に119番通報し、事故発生状況及び危険物の性状を消防機関に伝え、火気使用の中止、

耐アルコール性泡消火薬剤による液面被覆措置、ガス検知器の活用等による引火防止措置をと

り、低引火物質の場合は防爆型ポンプによる漏洩危険物の回収を行うものとする。 

回収に当たっては、消防機関等の指示に従うものとする。 

2) 西南広域消防本部の措置【西南広域消防本部】 

 西南広域消防本部は、直ちに、危険物等の河川等への流出を土のう設置等により止めるとと

もに、危険物の性状を把握して、引火による火災発生を防止する措置をとるものとする。ま

た、排出の原因者をして、回収等の措置を迅速に行うよう指示するとともに、地域の安全維持

上必要がある場合は、排出の原因者に協力して適切な防除措置を実施するものとする。 

3) 県警察本部の措置【県警察本部】 

 被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立入りを制限し、交通規制を実施す

るものとする。 

4) 河川管理者及び河川以外の水路等の管理者の措置【町、河川管理者、水路管理者】 

 パトロールを実施し、監視するとともに、必要な場合は、適切な応急対策を実施するものと

する。また、必要な場合は、町等防災関係機関に協力を要請するものとする。 

5) 町の措置【町】 
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 必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域(又は警戒区域)の必要性を判断し、区域内

住民等へ迅速に広報し、必要な場合は避難誘導するものとする。 

 河川管理者等の協力要請があった場合、又は地域環境の保全及び町民の安全維持上必要があ

る場合は、排出の原因者に協力して危険物の防除活動、水質監視を実施するものとする。回収

された危険物の廃棄物について、排出した原因者側に速やかに処分させるものとする。 

 なお、処分までの一時保管については、地域の生活環境の保全及び町民の安全を考慮し、場

所の選択と保管方法の適切な管理につき指導するものとする。 

 

３ 浄水の安全確保 

（１）町及び西南広域消防本部の措置【町、西南広域消防本部】 

町及び西南広域消防本部は、危険物の漏洩事故発生を確認した場合は、直ちに、当該漏洩地点

の下流域で取水する浄水場が立地する場合は、直ちに当該水道事業者に対し、又は直接浄水場に

漏洩事故発生の旨を通報するものとする。 

（２）水道事業所の措置【町(水道事業所)】 

浄水の安全確保及び設備の機能保全のため、取水口付近のオイルフェンス展張、取水停止等適

切な措置をとるものとする。場内に流入した場合は、活性炭処理を導入するなど、浄水の安全確

保を推進するものとする。 
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第４ 高圧ガス、火薬類の事故応急対策 

高圧ガス、火薬類の事故災害が発生した場合の応急対策について定め、災害時における的確な

対応体制を確立する。 

 

１ 一般高圧ガス、火薬類の事故応急対策 

（１）事業者の措置【高圧ガス取扱事業者、火薬取扱事業者】 

○事業者は、直ちに応急点検を実施し、応急措置によりガス漏洩防止措置をとるとともに、消防機

関に119番通報し、事故発生状況及び高圧ガス、火薬類の性状を伝えるものとし、回収容器等によ

る回収、注水冷却等の応急措置を実施するとともに、直ちに県又は警察官へ届け出るものとす

る。 

○自らの防御措置の実施が不可能な場合は、一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会及び地域防災協

議会等へ協力を要請するものとする。 

（２）西南広域消防本部の措置【西南広域消防本部】 

○高圧ガス、火薬類の性状を把握し、消火活動、注水冷却措置等を行うものとする。 

○火災が収まった後も、爆発等二次災害発生に留意し、適時ガス濃度を測定し又はガスの性状

をもとにガス滞留状況を予測し、遮蔽物を利用する等留意して活動するものとする。 

（３）県警察本部の措置【県警察本部】 

○被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立入りを制限し、交通規制を実施す

るものとする。 

（４）町及び西南広域消防本部の措置【町、西南広域消防本部】 

○必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域(又は警戒区域)の必要性を判断し、区域内

住民等へ迅速に広報し、必要な場合は避難誘導するものとする。 

（５）その他機関の措置【県、自衛隊、保安協会】 

○県は、町及び消防署等防災機関から被害の情報や応急対策の実施状況を常時把握し、必要に

応じて防災資機材の調達、斡旋、又は県保有の化学消火薬剤による支援を行うものとする。 

また、一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会や地域防災協議会への協力要請や自衛隊への出

動要請を行うものとする。 

○自衛隊は、県から要請があった場合、火薬等の取扱についての情報の提供や専門家を派遣す

るものとする。また、県から出動要請を受けた場合、火薬類の爆発事故等の応急対策につい

て迅速に出動し処置するものとする。 

○一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会、茨城県火薬類保安協会は、協力要請に基づき、事業

所の実施する応急対策に協力する。その際は防災関係機関と連絡を密にしあたるものとす

る。 

 

２ 毒性ガス応急対策 

（１）事業者の措置【毒性ガス取扱事業者】 

事業者は、直ちに施設等の応急点検を実施し、シャットダウン等応急の漏洩防止措置をとり、

可能な場合は固定消火設備等を活用し、水噴霧による希釈、吸収措置をとるとともに消防機関に

119番通報し、事故発生状況及び毒性ガスの性状を伝えるものとし、毒劇物に該当するものの場

合は、保健所にも同様の措置を行う。 

また、空気呼吸器、酸素呼吸器等保護具を着装し、又は防護服を着用して、風上側に占位する

ことに留意し、回収容器等による回収措置、注水冷却装置、薬剤等による中和除害措置、及びビ
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ニールカバー等による被覆措置等の応急措置を実施するものとする。 

自ら実施が不可能な場合は、高圧ガス保安協会又は地域防災協議会等へ協力を要請する。 

（２）町及び西南広域消防本部の措置【町、西南広域消防本部】 

○町及び西南広域消防本部は、発災事業所から有毒ガスの性状、漏洩状況等の情報を収集し、

また、県等から大気情報を得るなどして、速やかに避難区域(又は警戒区域)の必要性を判断

し、迅速に町民等に広報するものとする。避難が必要と判断された場合は、有毒ガスの漏洩

継続時間、拡散濃度予測等を下に、適切に避難誘導を行うものとする。 

○西南広域消防本部は、事業者に協力して、ガス漏洩防止等応急措置を実施するものとする。

また、町民の安全確保を優先して実施するものとし、空気呼吸器、酸素呼吸器等保護具を着

装し、又は防護服を着用して、避難の遅れた町民の誘導や捜索を行うとともに、負傷者の搬

出、搬送にあたるものとする。 

（３）県警察本部の措置【県警察本部】 

○県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立入りを制限し、交

通規制を実施するものとする。 

（４）その他関係機関の措置【県、保安協会、地域防災協議会】 

○県は、有毒ガスの性状や応急措置等の情報を関係機関に伝えるとともに、水戸地方気象台等

と連携し、気象及び大気情報等から有毒ガス拡散予測等の情報を町等関係機関に随時提供す

るものとする。また、高圧ガス保安協会又は地域防災協議会あるいは応急対策協力危険物等

取扱事業所に対し、発災事業所の実施する応急措置への協力を要請するものとする。神経性

ガス等猛毒のガスの漏洩については、避難対策、漏洩ガスの防除方法についての指導やガス

検知器等資機材の貸与について、自衛隊に応援又は協力を要請するものとする。 

○一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会、地域防災協議会は、発災事業所又は県の要請を受け

た場合、直ちに、応急措置の実施について発災事業所に協力するものとする。 

 

３ ＬＰガスの応急対策 

（１）事業者の措置【ＬＰガス事業者】 

事業者は、直ちに、ガス装置の応急点検を実施するとともに、119番通報するものとする。漏

洩ガスの滞留による引火爆発防止のため、可燃性ガス濃度を測定し安全を確認するなどし、消防

機関等に協力するものとする。 

火災発生時は、直ちに消火活動を行うものとする。 

（２）西南広域消防本部の措置【西南広域消防本部】 

西南広域消防本部は、事業者に対し、ガス漏洩箇所等に対するガスの供給停止措置を指示し、

消火活動等応急対策を実施するものとする。また、応急対策の実施に当たっては、事業者と連携

し、漏洩ガス滞留による引火爆発等二次災害の防止に留意するものとする。 

（３）町の措置【町】 

町は、西南広域消防本部とともに、必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域(又は警

戒区域)の必要性を判断し、区域内住民等へ迅速に広報し、必要な場合は避難誘導するものとす

る。（４）県警察本部の措置【県警察本部】 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立入りを制限し、交通

規制を実施するものとする。 
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第５ 毒劇物多量取扱施設の事故応急対策 

毒劇物多量取扱施設において災害が発生した場合の応急対策について定め、災害時における的

確な対応体制を確立する。 

 

１ 漏洩事故 

（１）事業者の措置【毒劇物多量取扱事業者】 

事業者は、直ちに応急点検を行い、シャットダウン等応急措置を実施して漏洩防止措置をとる

とともに、消防機関（119番）、警察署（110番）、保健所に通報し、事故発生状況並びに毒性、化

学及び物理的性状を伝えるものとする。また、防護服を着用するなど安全を確保して、漏洩箇所

に風上側から接近し、また位置して、回収容器等による回収措置、注水冷却装置、薬剤による中

和措置、ビニールカバー等による被覆措置等の応急措置を行うものとする。 

自ら実施が不可能な場合は、応急対策協力事業所等へ協力を要請するものとする。 

（２）町及び西南広域消防本部の措置【町、西南広域消防本部】 

町及び西南広域消防本部は、毒劇物の性状を把握し、速やかに避難区域(又は警戒区域)の必要

性を判断し、町民等に迅速に広報するものとする。有毒ガスが発生する可能性がある場合は、漏

洩継続時間予測に配慮し、気象状態等による拡散濃度予測等を下に、適切に避難誘導、又は窓等

を密閉した屋内退避等の指示を行うものとする。 

また、地域の生活環境の保全及び地域町民の安全の保持上必要がある場合は、原因者に協力し

て、土のう等の設置による毒劇物の流出拡散防止、漏洩毒劇物の回収や除外措置等について応急

措置を行うものとする。 

（３）県警察本部の措置【県警察本部】 

被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立入りを制限し、交通規制を実施する 

ものとする。 

（４）河川管理者及び河川以外の水路等の管理者の措置【町、河川管理者、水路管理者】 

河川等への流入を防止するために、土のう等による流入防止措置を行うものとし、必要に応

じ、防災関係機関に協力を要請するものとする。 

河川等に流入した場合、又はその恐れがある場合は、事業者、県及び必要に応じ応急対策協力

危険物等取扱事業所等の協力をえて、中和等無害化処理の実施に努めるものとする。 

（５）県の措置【県、水戸地方気象台】 

緊急水質事案対策要領に基づき、公共用水域の水質保全のために迅速な措置を行うものとする。

国や専門家から得た毒劇物の性状、応急措置法等の情報を消防機関等関係機関に提供するものとす

る。 

また、毒劇物がガス化する性状の場合は、水戸地方気象台等と連携し、気象及び大気情報から有

毒ガス拡散（濃度）予測等情報を町等関係機関に迅速に提供するものとする。 

必要に応じ、応急対策協力危険物等取扱事業所に対し、応急対策への協力を要請するものとす

る。 

（６）応急対策協力事業所の措置【応急対策協力事業所】 

発災事業所や県の要請を受けた場合は、直ちに、防災資機材の提供や応急措置の実施等につい

て協力するものとする。 

２ 浄水の安全確保【町(水道事業所)】 

水道事業所は、漏洩物が河川等へ流入する可能性がある場合は、第３の３「浄水の安全確保」

に準じて応急対策を実施するものとする。 
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第６ 放射線使用施設等の事故応急対策 

放射線使用施設等において災害が発生した場合の応急対策について定め、災害時における的確

な対応体制を確立する。 

 

１ 放射線使用施設等の事業者の措置【放射線使用施設等事業者】 

放射線使用施設等の事業者は、放射線使用施設等の破損等により放射性物質による災害が発生

するおそれがある場合は、直ちに国、県、町及び警察機関に事態を通報する。 

放射線使用施設等で火災が発生した場合は、消火又は延焼防止に努め、直ちに消防機関に通報

するとともに、放射線障害を防止する必要が生じた場合は、施設内部にいる者等に避難するよう

警告するものとし、放射線障害を受けた者(受けたおそれがある者を含む。)を速やかに救出し避

難させるものとする。また、汚染が生じた場合は、速やかにその広がりの防止及び除去を行うも

のとする。 

放射性物質を他の場所に移す余裕がある場合は、必要に応じ安全な場所に移して、その周囲に

縄を張り又は標識を設け、かつ見張りを立て、関係者以外が立ち入ることを禁止する等、安全確

保のために必要な措置をとるものとする。 

なお、これら緊急作業を行う場合は、遮蔽物、かん子、又は保護具を用い、放射線に被ばくす

る時間を短くすること等により、緊急作業に従事する者の被ばくをできるだけ小さくするものと

する。また、消防機関等の消火活動等を実施するに当たって、放射性物質の種類、性状、放射線

強度及び放射線防護に関する必要な情報を伝えるとともに、放射線測定器・線量計等必要な器具

を使用し、消防機関等が実施する応急対策活動に協力するものとする。 

 

２ 西南広域消防本部の措置【西南広域消防本部】 

西南広域消防本部は、その活動に必要な事故内容についての情報を事業者から聴取し、直ちに

事業者の放射線監視の下、協同して消火活動等応急対策活動を実施するものとする。 

消火に当たっては、水噴霧法や土のう設置等により、消火活動に伴う放射性物質の流出拡散を

抑えることに留意するものとする。なお、応急対策活動の実施に当たっては、隊員の放射線被ば

くを最小限に抑えることに留意して活動するものとする。放射線に関する専門家が派遣された場

合には、その助言を受けて適切に対応するものとする。 

 

３ 町の措置【町】 

町は、事故に関する情報を収集し、住民等に対し、適時、適切な方法で広報を実施するものとす

る。 

 

４ 県警察本部の措置【県警察本部】 

被災者状況等被害情報の収集を行い、必要に応じて立入りの制限や交通規制を実施するものとす

る。 

 

５ 国及び県の措置【県、国】 

国は、放射線強度等の情報提供や措置方法等の指導により、消防機関をはじめとする防災機関

に協力するものとする。 

県は、放射性物質の拡散等についてモニタリングを実施するなど消防機関等に対して放射線情報

を提供するとともに、放射線専門家の派遣、防災資機材の提供についての協力を行うものとす
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る。 

また、環境への影響等の把握に努めるものとする。 
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第７ 核燃料物質等の事業所以外運搬中の事故応急対策 

核燃料物質等の事業所外運搬中に原災法第10条第1項前段に規定された通報すべき事象（以

下、「特定事象」という。）が発生した場合は、次により、原子力事業者等、国、県及び町は連携

して、応急対策を実施する。 

 

１ 原子力事業者等の措置【原子力事業者】 

原子力防災管理者は、核燃料物質等の運搬中に特定事象の発生を発見又は発見の通報を受けた

場合、原災法に基づき、国、県、町、警察機関、消防機関、原子力緊急時支援・研修センター等

の関係機関に事故情報を文書で送信する。加えて、主要な機関等に対しては、その着信を確認す

るものとし、以後、応急対策の状況等を随時連絡するものとする。 

原子力事業者等は、事故等発生後直ちに適当な方法により、立入制限区域の設定、汚染や漏洩

の拡大防止対策、遮蔽対策、モニタリング、消火や延焼の防止、救出や避難等の危険時の措置を

迅速かつ的確に実施するものとし、併せて現地へ必要な要員を速やかに派遣し、消防機関、警察

機関及び海上保安部署と協力して応急対策を実施するものとする。 

さらに、必要に応じ、他の原子力事業者に要員及び資機材の派遣要請を行い、応急対策に万全

を期するものとする。 

 

２ 町及び西南広域消防本部の措置【町、西南広域消防本部】 

町及び西南広域消防本部は、事故の通報を受けた場合、直ちにその旨を県(生活環境部原子力

安全対策課)に報告するとともに、事故状況の把握に努め、事故の状況に応じて職員の安全を図

りながら、原子力事業者等と協力して、消火、救助、救急等必要な対応を行うものとする。 

 

３ 県警察本部及び警察署の措置【県警察本部、下妻警察署】 

事故の通報を受けた警察機関は、事故状況の把握に努め、事故の状況に応じて職員の安全確保

を図りながら、原子力事業者等と協力して、人命救助、避難誘導、交通規制等必要な対応を行う

ものとする。 

 

４ 国及び県の措置【県、国】 

国は、核燃料物質等の運搬中の事故により、特定事象が発生した旨の通報を受けた場合には、

速やかに関係省庁事故対策連絡会議を開催する。さらに、原災法第15条に規定された原子力緊急

事態に至った場合には、同法に基づき直ちに原子力緊急事態宣言を発出するとともに、原子力災

害対策本部及び現地対策本部を設置し、原子力施設における原子力災害に準じた緊急事態応急対

策を原子力事業者等とともに主体的に講じる。 

県は、国と連携して事故の状況把握に努め、必要に応じて災害対策本部を設置するほか、市町

村、警察等関係機関と連携して、事故現場周辺の町民避難の指示など必要な措置を講ずるものと

する。 

  



第４編 大規模災害対策計画編 

第４章 危険物等災害対策計画 

287 

 

第８ 避難誘導対策 

各危険物等災害に共通する避難誘導対策は以下のとおりとする。 

 

１ 町、西南広域消防本部、県警察本部の措置【町、下妻警察署、県警察本部】 

危険物等災害においては、人命最優先を第一とし、相互に緊密に連携して、迅速な警戒区域、

避難区域の判断と設定をし、広報活動、避難誘導の徹底を図るものとする。 

この際、聴覚障がい者に対する広報は、正確でわかりやすい文章や字幕付き放送、文字放送等

によるものとする。 

 

２ 県の措置【県】 

国や協力事業所から危険物等の応急措置情報を迅速に収集し、また、気象情報、大気情報を収

集し、消防機関、町、警察に避難誘導のための情報を提供し、支援するものとする。 

 

 

 

第９ 捜索・救出・救助対策 

各危険物等災害に共通する捜索・救出・救助対策は以下のとおりとする。 

 

１ 消防署及び警察署の措置【西南広域消防本部、下妻警察署】 

西南広域消防本部は、警察と相互に連携の上で被災者に対して捜索・救出・救助を行う。 

 

２ 県の措置【県】 

必要に応じて、ヘリコプターによる空中からの捜索・救出・救助を行う。 

 

 

 

第10 応援要請対策 

各危険物等災害に共通する応援要請対策は、以下のとおりとする。 

 

１ 自衛隊の災害派遣要請【町、県、自衛隊】 

町は、自衛隊の災害派遣の必要性を災害の規模や被害情報から判断し、必要と認められた場

合、第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第３節 応援・派遣 第２

「自衛隊派遣要請」に準じて要請する。 

 

２ 応援要請【町】 

第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第３節 応援・派遣 第１

「他の地方公共団体等に対する応援要請」を準用する。 
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第11 医療救護対策【町、医療関連機関等】 

医療救護対策は、第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第４節 被

害軽減対策 第５「応急医療救護」に準じて実施する。また、被災者に対する心のケアを行う必

要がある場合は、第２編 地震災害対策計画編 第３章 地震災害応急対策計画 第５節 被災

者生活支援 第２「避難生活の確保、健康管理」の心のケア対策に準じて実施する。 

 

 

 

第12 緊急輸送の確保【町、道路管理者】 

緊急輸送の場合、町をはじめとする関係各機関は、現場の警察官、関係機関等からの情報に加

え、交通監視カメラ、車両感知機等を活用して、交通状況を迅速に把握するものとする。また、

町は、緊急輸送を確保するため、直ちに一般車両の通行等を禁止するなどの交通規制を警察に対

して要請するものとする。 

交通規制に当たっては、関係機関は、相互に密接な連絡をとるものとする。 

 

 

 

第13 放射線量等の測定体制の整備【県、町】 

１ 町民等の外部被ばく 

町民や他県からの避難者の外部被ばく程度を確認するため、避難所等において外部被ばくの簡

易測定を実施するように県等に要請する。 

 

２ 校庭等における空間放射線の測定 

町民の日常生活に密着する場所での空間放射線量の測定を県、関係機関等と連携し実施する。 

 

３ 飲料水や農畜水産物の放射性物質測定体制の整備 

飲料水や農畜水産物の安全性の確保と風評被害を防ぐため、飲料水や農畜水産物及び飼料等の

放射性物質の測定を県、関係機関等と連携し実施する。 

 

４ 下水道汚泥等の放射性物質測定体制の整備 

浄水発生土や下水道汚泥等に含まれる放射性物質の測定の実施を県等に要請する。 
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